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４月～６月における新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた営業状況等をセグメ
ント別に示している。

運輸業では、当社鉄道業において一部特急を除き通常運行としたものの、外出自粛に
伴い輸送人員が減少した。輸送人員の推移を月別に見ると、緊急事態宣言期間中は
定期・定期外合計で半減したものの、６月は対前年△31.5％まで回復している。

なお、バス業では一部路線のダイヤ変更および減便を行っているほか、箱根観光船お
よび箱根ロープウェイについても一時運休を行った。

流通業では、百貨店業において、緊急事態宣言の発出に伴い小田急百貨店全店舗で
食品フロア以外を一時臨時休業とし、５月26日からは営業時間を短縮して営業を再開
した。売上高の推移を月別に見ると、６月は郊外に立地する町田店とふじさわは大きく
回復しているものの、新宿店は対前年△33.8％にとどまった。

なお、ストア・小売業については、ストア店舗の営業時間短縮や、緊急事態宣言期間を
中心に一部駅構内店舗の臨時休業を行った。
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不動産業では、緊急事態宣言期間を中心に、不動産分譲業において販売センターや
仲介店舗を臨時休業としたほか、不動産賃貸業において一部施設・店舗を除き商業施
設の臨時休業を行った。商業施設は、営業時間を短縮して６月から営業を再開してい
る。

その他の事業では、シティホテルの宿泊は通常通り営業していたものの、外国人宿泊
者比率の高いハイアット リージェンシー 東京における宿泊稼働率は低位で推移して
おり、６月は6.4％となった。

なお、箱根エリアのリゾートホテルでは、一時臨時休業を行ったほか、レストラン業につ
いても、緊急事態宣言期間を中心に臨時休業を行った。
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新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、営業収益は対前年587億円減収の703億
円、営業利益は対前年282億円減益となり144億円の損失となった。

また、親会社株主に帰属する四半期純利益は対前年253億円減益となり163億円の損
失となった。
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欄外の※印に記載のとおり、緊急事態宣言に伴う臨時休業期間中に発生した償却費
や賃借料等の固定費を、営業費から振り替え、「臨時休業による損失」として特別損失
に計上している。セグメント別の内訳は、左下の表に記載の通り。
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資産合計は、1兆3,630億円と、現金及び預金の増加などにより、前期末より347億円の
増加となった。

負債合計は、9,919億円と、有利子負債の増加などにより、前期末より538億円の増加
となった。

純資産合計は、3,710億円と、利益剰余金の減少などにより、前期末より191億円の減
少となった。
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運輸業は、対前年で230億円の減収、206億円の減益となった。

新型コロナウイルス感染拡大による外出自粛に伴い、当社鉄道業をはじめ各事業で
輸送人員の減少や、箱根ロープウェイ等における緊急事態宣言期間を中心とした運休
等の影響を受け、対前年で減収減益となった。

営業利益の「調整額」の増加は、臨時休業期間中に発生した固定費を営業費から特
別損失へ振り替えたことによるものである。

右下に記載の箱根エリアの営業収益は、当社鉄道業の一部、箱根登山鉄道を含む箱
根交通各社、箱根リゾートホテルの合算数値である。

外出自粛や箱根ロープウェイ等の運休に加え、昨年10月の台風19号の被害による箱
根登山鉄道の一部区間運休等の影響により、対前年で41億円の減収となった。なお、
一部区間を運休していた箱根登山鉄道は、7月23日より全線で運転を再開している。
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輸送人員は、外出自粛の影響を受け、対前年で定期合計が△36.3％、内訳として通勤
定期が△18.5％、通学定期が△77.6％となった。定期外は△57.5％となり、合計で
△44.3％となった。

運輸収入は、輸送人員の減少に伴い、定期合計は対前年で40億円の減収、内訳とし
て、通勤定期が24億円の減収、通学定期が16億円の減収となった。定期外は、対前
年で112億円の減収、定期・定期外の合計である旅客運輸収入の合計は153億円の減
収となった。

右側に記載の営業費は、人件費や動力費等が減少したことにより、合計では対前年６
億円の減少となった。

8



流通業は、対前年で226億円の減収、22億円の減益となった。

百貨店業において、緊急事態宣言の発出に伴い、食品フロアを除く全てのフロアを臨
時休業としたことや、外出自粛・入国制限に伴い顧客が減少したことなどの影響により
流通業全体で減収減益となった。

一方で、右下に記載の小田急商事ストア部門の既存店売上高は、外出自粛に伴う内
食需要の高まりによって、対前年で4.5％の増加となった。
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不動産業は、対前年で19億円の減収、6億円の増益となった。

営業収益は、分譲業で販売戸数が減少したことや、賃貸業で緊急事態宣言の発出に
伴い一部の商業施設を臨時休業し、入居テナントに対する賃料を減免したことなどか
ら、減収となった。

欄外の※に記載の通り、当社は４月１日に商業施設運営事業を会社分割し、小田急
SCディベロップメントを設立した。小田急SCディベロップメントは、当社より建物等を賃
借しテナントへ転貸しているため、賃貸業の営業収益には当社と小田急SCディベロッ
プメントの賃料収入が含まれており、対前年で増加しているが、右下の図に記載の通
り、当社の小田急SCディベロップメントに対する営業収益は「調整額」により消去され
ている。

これら調整額を不動産分譲業と不動産賃貸業に分け、それぞれを合算した実質的な
営業収益は、不動産分譲業で対前年5億円の減収、不動産賃貸業で対前年14億円の
減収となる。

なお、営業利益は、分譲業で当社分譲用地を売却したことなどにより増益となった。

（参考）

※前年の営業収益についても調整額を合算した数値を用い、対前年増を算出

10

営業収益 調整額 実質的な
営業収益

対前年
増減※

分譲業 2,816 △12 2,804 △535

賃貸業 13,506 △4,692 8,814 △1,448



その他の事業は、対前年で131億円の減収、59億円の減益となった。

ホテル業における外出自粛や入国制限に伴う顧客の減少に加え、レストラン業におけ
る一部店舗の臨時休業等の影響により、減収減益となった。

右下に記載のホテル業の客室稼働率は、外国人宿泊者比率の高いシティホテルで低
下が顕著となっている。
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今回公表する業績予想は、感染拡大第２波等に起因する再度の緊急事態宣言が発
出されず、感染症対策の継続等により現状の事業環境が継続できることを前提として
いる。

また参考として、業績予想の前提条件となる今後の回復トレンドの考え方をセグメント
ごとに示している。

なお、実際の感染症の影響や消費動向等により当業績予想は大きく変動する可能性
があり、今後の動向を踏まえ、当業績予想について再度修正が必要となる場合には速
やかに開示する。
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営業収益は対前年1,335億円減収の4,006億円、営業利益は対前年695億円減益によ
り284億円の営業損失を見込んでいる。

なお、親会社株主に帰属する当期純利益は520億円減益により321億円の損失を見込
んでいる。
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当社鉄道業では、９月までは６月同水準、その後回復基調になり３月時点で当初想定
の９割程度まで回復、バス業では３月時点で当初想定の９割程度まで回復、箱根エリ
アの交通各社では３月時点で当初想定の７割程度まで回復するものと想定している。

以上の前提のもと、運輸業全体では、各事業で外出自粛に伴う輸送人員の減少等の
影響により、営業収益は対前年455億円減収の1,276億円、営業利益は対前年425億
円減益により209億円の営業損失を見込んでいる。
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当社鉄道業については、９月までは６月同水準、その後回復基調になり３月時点で当
初想定の９割程度まで回復するという前提のもと、輸送人員は、対前年で定期が
△21.7％、内訳として通勤定期が△11.5％、通学定期が△49.3％、定期外が△26.4％、
定期・定期外の合計で△23.5％を見込んでいる。

また、運輸収入は、定期・定期外を合わせた旅客運輸収入計で301億円の減収、運輸
雑収を含めた運輸収入合計で307億円の減収を見込んでいる。

営業費は、退職給付費用の増加による人件費の増加、昨年度の設備投資に伴う償却
費の増加があるものの、修繕費の削減や動力費の減少により、合計で６億円の減少
を見込んでいる。
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百貨店業は、当初想定の８割程度で推移、ストア・小売業は２月時点で当初想定程度
まで回復するものとしている。

以上の前提のもと、流通業全体では、外出自粛や入国制限に伴う顧客の減少等の影
響により、営業収益は対前年425億円減収の1,640億円、営業利益は対前年85億円減
益により42億円の営業損失を見込んでいる。
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不動産賃貸業については、当初想定の８割程度で推移するという前提のもと、不動産
業全体では、分譲業における販売戸数の減少や、賃貸業における緊急事態宣言下の
商業施設の臨時休業に伴う賃料減免等の影響により、営業収益は対前年126億円減
収の678億円を見込んでいる。一方、営業利益は費用の削減により対前年2億円増益
の132億円を見込んでいる。

なお、前年に対して営業収益の不動産賃貸業が大きく増加し、調整額が大きく減少し
ているのは、第１四半期実績と同様に当社が商業施設運営事業を会社分割し、小田
急SCディベロップメントを設立したことによるものである。当社の小田急SCディベロップ
メントに対する営業収益は「調整額」により消去されている。

これら調整額を不動産分譲業と不動産賃貸業に分け、それぞれを合算した実質的な
営業収益は、不動産分譲業で対前年９億円の減収、不動産賃貸業で対前年36億円の
減収となる。

（参考）

※前年の営業収益についても調整額を合算した数値を用い、対前年増を算出
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営業収益 調整額 実質的な
営業収益

対前年
増減※

分譲業 30,000 △500 29,500 △9,061

賃貸業 55,400 △17,100 38,300 △3,618



ホテル業は３月時点で当初想定の６割程度まで回復、レストラン業は３月時点で当初
想定の８割程度まで回復すると想定している。

以上の前提のもと、その他の事業全体では、外出自粛や入国制限に伴う顧客の減少
等の影響により、営業収益は対前年420億円減収の702億円、営業利益対前年186億
円減益により166億円の損失を見込んでいる。
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